
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県子どもの生活に関する実態調査 

調 査 報 告 書（概要版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年３月 

熊 本 県 
 



- 1 - 

 

目 次 
 

Ⅰ 調査概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 2 

Ⅱ 調査結果（本調査における相対的貧困率） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 3 

Ⅲ 調査結果（属性） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 4 

Ⅳ 調査結果分析、課題と方向性（経済状況） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 8 

Ⅴ 調査結果分析、課題と方向性（生活環境） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 14 

Ⅵ 調査結果分析、課題と方向性（教育環境） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 24 

Ⅶ 調査結果分析、課題と方向性（社会環境） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 31 

Ⅷ まとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 

 

Ⅰ 調査概要 

 １．調査目的 
  熊本県では、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づき、子どもの貧困対策計画（以

下「県計画」という。）を平成 27 年 3 月に策定し、①教育の支援、②生活の支援、③保護者に

対する就労支援、④経済的支援を 4 つの柱として、貧困が世代を超えて連鎖することのないよ

う、子どもの貧困対策に取り組んでいます。 

  子どもの貧困をめぐる社会的な関心が高まる中、効果的な対策を進めるためには、行政、学

校、自治会等が連携し、支援を要する方の把握や安定的な支援の提供が地域ごとに行われるこ

とが期待されているところです。 

  このため、本県では、県計画の実効性を高めるとともに市町村による取組みを支援するため、

全市町村域（熊本市を除く）における子どもの生活実態を把握するための調査を実施しました。 

 

２．調査対象者 
  市町村立小学校 5年生の子ども及び保護者、同中学校 2年生の子ども及び保護者（共に全数） 

 

 ３．調査内容 
  資料編の調査票のとおり 

 

 ４．調査方法 
  ・ 調査票は市町村を通じ各学校に配付し、各学校から調査対象者に配付 

  ・ 調査対象者は記入した調査票を各学校に提出し、各学校は提出された調査票を取りまと

めのうえ市町村を通じて県に送付 

  ・ 県は調査データを集計・分析し、市町村に調査結果を提供 

 

 ５．調査期間 
  平成 29年 6月 12日（月）～平成 29年 7月 12日（水） 

 

６．回収状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７．調査結果の留意点 
・ 本報告書内のグラフや表の値は、有効回答数に対するそれぞれの回答割合（小数第 2 位

を四捨五入）を示しています。そのため、合計値が 100.0%にならない場合があります。 

・ 各設問における考察について、小学校 5 年生や中学校 2 年生の子どもなどの回答者種別

で回答傾向に差異等が見られない場合は、回答者全体の傾向等を記載しています。 

・ 経済状況別クロス集計は、Ａ票の問 2-1（世帯人数）及び問 15（世帯合計所得）のいず

れも回答した方を母数としており、世帯類型別は、それらに加えＡ票の問 2-2（世帯同居

者の種別）も回答した方を母数としているため、各全体数は異なります。 

 

８．調査協力 
公立大学法人熊本県立大学総合管理学部 准教授 三田 知実 研究室 

対象者数 回答数 回答率

保護者 9,216 6,953 75.4%

子ども 9,216 6,969 75.6%

計 18,432 13,922 75.5%

保護者 8,959 6,204 69.2%

子ども 8,959 6,215 69.4%

計 17,918 12,419 69.3%

保護者 626

子ども 559

計 1,185

保護者 18,175 13,783 75.8%

子ども 18,175 13,743 75.6%

計 36,350 27,526 75.7%

全　体

小学校５年生

中学校２年生

不明

（回答なし）

※不明（回答なし）：調査票への記入に際し、

小学生又は中学生の選択がなかった回答者の

こと 
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Ⅱ 調査結果（本調査における相対的貧困率） 
 

  ・ 本調査において世帯全員を合わせた所得を調査しているが、当該所得のみで世帯の困窮

状態を測ることはできず、多面的に測る指標として、国民生活基礎調査における相対的貧

困率の算出手法に沿って、「等価可処分所得」及びそれを基に区分した困窮度を用いている。 

  ・ 国民生活基礎調査における相対的貧困率は、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所

得しか得ていない者の割合のことである。貧困線とは、等価可処分所得（世帯の可処分所

得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割

って調整した所得）の中央値の半分の額をいい、OECD（経済協力開発機構）の作成基準に

基づき算出されている。（具体的な算出方法は以下のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                 ※ 厚生労働省公表資料抜粋 

 

  ・ 上記算出手法に沿って本調査における相対的貧困率を算出した結果、貧困線を下回る者

の割合は 15.0%となり、ひとり親世帯※では 43.8%であった。なお、調査対象者や調査手法

等が異なるため単純に比較できるものではないが、参考として、平成 28年国民生活基礎調

査における全国の子どもの貧困率は 13.9%、大人が一人の世帯では 50.8%となっている。 
    

  ※ 本調査におけるひとり親世帯は、母子世帯（子どもの母と同居し、父と同居していないと回答し

た世帯）及び父子世帯（子どもの父と同居し、母と同居していないと回答した世帯）を合わせた世

帯のこと 

         
  ・ 以下、本調査における経済状況とのクロス集計においては、貧困線を下回る層（15.0%）

に属する回答者をⅠ層、それ以外の回答者をⅡ層と区分し、集計・分析を行っている。 
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所得中央値：約212万円

貧困線：約106万円

貧困線未満：15.0%

（1,650人）

等価可処分所得：万円

人数：人

総数：11,005人
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Ⅲ 調査結果（属性） 
 

世帯の種別（子ども回答） 

 

  ・ 経済状況別において、回答者全体では、「Ⅰ層」が 15.0%、「Ⅱ層」が 85.0%であった。 

  ・ 世帯類型別において、回答者全体では、「ふたり親世帯」が 81.6%、「母子世帯」が 12.4%、

「父子世帯」が 3.2%、「その他世帯」が 2.8%であった。 

  ・ なお、Ⅰ層について、小学校 5年生に比べ中学校 2年生の割合が若干高くなっているが、

偶然によるものか、あるいは例えば子どもが成長し専業主婦の母が就業したこと等により

世帯所得が増えて格差が拡大したのか、又は保護者の平均年齢が小学校 5 年生の保護者よ

りも相対的に高くなったことによる格差拡大なのかなど様々な要因が考えられるが、はっ

きりしたことは分からない。 

 

 ＜経済状況別＞ 

 
 

 ＜世帯類型別＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

14.6% 

15.4% 

14.7% 

15.0% 

85.4% 

84.6% 

85.3% 

85.0% 

小学校５年生 

中学校２年生 

不明（回答なし） 

全体 

Ⅰ層 Ⅱ層 

83.5% 

79.7% 

76.6% 

81.6% 

11.2% 

13.7% 

13.5% 

12.4% 

3.1% 

3.2% 

5.3% 

3.2% 

2.2% 

3.4% 

4.6% 

2.8% 

小学校５年生 

中学校２年生 

不明（回答なし） 

全体 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 その他世帯 
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世帯の人数（保護者回答） 

 

  ・ 回答者全体では、「4人」が 30.0%で最も高く、「5人」が 27.8%、「6人」が 14.2%、「3人」

が 9.1%、「7人」が 7.8%、「8人」が 3.3%の順に高くなっている。このことから、回答者の

6割弱程度が「4人～5人」であった。 

  ・ 経済状況別にⅠ層とⅡ層の間で差が大きい項目に着目すると、Ⅰ層では「2人」～「3人」

の割合が高く、Ⅱ層では「4人」～「5人」の割合が高くなっている。 

  ・ 世帯類型別にふたり親世帯、母子世帯、父子世帯との間で差が大きい項目に着目すると、

ふたり親世帯では「5 人」～「7 人」、母子世帯では「2 人」～「3 人」、父子世帯では「2

人」～「6人」の割合が高くなっている。 

 

＜単純集計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経済状況別＞              ＜世帯類型別＞ 

  
 

4.9% 

20.5% 

20.5% 

25.9% 

12.8% 

9.0% 

3.9% 

1.5% 

1.0% 

0.0% 

1.4% 

8.0% 

34.7% 

30.7% 

14.5% 

6.9% 

2.7% 

0.8% 

0.2% 

0.0% 

1.9% 

9.9% 

32.6% 

30.0% 

14.2% 

7.2% 

2.9% 

0.9% 

0.4% 

0.0% 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人 

8人 

9人 

10人以上 

無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

0.1% 

5.7% 

32.0% 

31.1% 

16.0% 

9.3% 

3.8% 

1.3% 

0.5% 

0.1% 

9.5% 

28.8% 

28.9% 

18.4% 

8.6% 

2.7% 

1.9% 

0.4% 

0.5% 

0.3% 

4.6% 

20.7% 

33.2% 

22.0% 

11.7% 

3.4% 

2.2% 

1.5% 

0.2% 

0.5% 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人 

8人 

9人 

10人以上 

無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 

1.7% 

9.1% 

30.0% 

27.8% 

14.2% 

7.8% 

3.3% 

1.1% 

0.5% 

4.5% 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人 

8人 

9人 

10人以上 

無回答 全体 
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世帯員の種別（保護者回答） 

 

・ 回答者全体では、「母」が 87.7%で最も高く、「父」が 79.2%、「弟・妹」が 50.5%、「兄・

姉」が 48.2%、「祖母」が 26.2%、「祖父」が 20.3%の順に高くなっている。このことから、

回答者の子どもの 5 割程度が「兄弟姉妹」と同居し、2 割から 2 割強程度が「祖父母」と

同居している。 

・ 経済状況別にⅠ層とⅡ層の間で差が大きい項目に着目すると、Ⅰ層では「父」又は「母」

が同居していない（母子世帯又は父子世帯、特に母子世帯が多い）、「弟・妹」と同居して

いない割合が高くなっている。 

  ・ 世帯類型別にふたり親世帯、母子世帯、父子世帯との間で差が大きい項目に着目すると、

母子世帯及び父子世帯では「兄・姉」又は「弟・妹」と同居していない割合が高く、「祖父」

又は「祖母」と同居している割合が高くなっており、特に父子世帯において顕著である。 

 

＜単純集計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経済状況別＞              ＜世帯類型別＞ 

  

77.8% 

49.9% 

86.5% 

51.0% 

50.1% 

20.3% 

26.7% 

2.7% 

5.9% 

4.7% 

86.4% 

89.1% 

93.1% 

50.4% 

53.5% 

18.0% 

24.1% 

1.8% 

3.4% 

2.6% 

85.1% 

83.2% 

92.1% 

50.5% 

53.0% 

18.3% 

24.5% 

1.9% 

3.8% 

2.9% 

子ども

本人 

父 

母 

兄・姉 

弟・妹 

祖父 

祖母 

親戚 

その他 

無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

90.0% 

100% 

100% 

54.4% 

58.6% 

20.3% 

26.1% 

1.5% 

3.9% 

0% 

77.8% 

0% 

100% 

43.7% 

39.3% 

27.6% 

36.0% 

6.4% 

8.5% 

0% 

72.0% 

100% 

0% 

35.9% 

33.9% 

31.5% 

40.2% 

3.7% 

7.8% 

0% 

子ども

本人 

父 

母 

兄・姉 

弟・妹 

祖父 

祖母 

親戚 

その他 

無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 

81.1% 

79.2% 

87.7% 

48.2% 

50.5% 

20.3% 

26.2% 

2.2% 

4.4% 

7.3% 

子ども本人 

父 

母 

兄・姉 

弟・妹 

祖父 

祖母 

親戚 

その他 

無回答 
全体 
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世帯員のうち１８歳未満の子どもの数（保護者回答） 

 

  ・ 回答者全体では、「2人」が 43.3%で最も高く、「3人」が 31.4%、「1人」が 14.3%、「4人」

が 8.0%、「5人」が 1.3%、「6人」が 0.4%の順に高くなっている。このことから、回答者の

7割程度が「2～3人」であった。 

  ・ 経済状況別にⅠ層とⅡ層の間で差が大きい項目に着目すると、Ⅰ層では「4 人」の割合

が高く、Ⅱ層では「2人」の割合が高くなっている。 

  ・ 世帯類型別にふたり親世帯、母子世帯、父子世帯との間で差が大きい項目に着目すると、

ふたり親世帯では「3人」の割合が高く、母子世帯及び父子世帯では「1人」の割合が高く

なっている。 

  ・ このことから、子どもの人数は、ふたり親世帯、ひとり親世帯（母子世帯及び父子世帯）

とも「2 人」が最も多いが、経済状況を踏まえた場合、これに加えて「子ども 1 人」のひ

とり親世帯と、「多子」のふたり親世帯も加わることが特徴的な傾向と言うことができる。 

 

＜単純集計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経済状況別＞               ＜世帯類型別＞ 

  
 

 

 

 

 

15.1% 

37.8% 

31.0% 

11.3% 

2.8% 

1.2% 

0.6% 

0.3% 

14.1% 

45.6% 

31.5% 

7.2% 

0.9% 

0.2% 

0.1% 

0.3% 

14.3% 

44.5% 

31.4% 

7.8% 

1.2% 

0.3% 

0.2% 

0.3% 

1人 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人以上 

無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

11.6% 

43.7% 

33.9% 

8.6% 

1.3% 

0.4% 

0.2% 

0.3% 

26.1% 

46.1% 

21.0% 

5.4% 

0.8% 

0.1% 

0.1% 

0.3% 

26.6% 

45.4% 

20.7% 

5.9% 

0.2% 

0.5% 

0.0% 

0.7% 

1人 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人以上 

無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 

14.3% 43.3% 

31.4% 

8.0% 

1.3% 

0.4% 

0.2% 

1.1% 

1人 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人以上 

無回答 全体 
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Ⅳ 調査結果分析、課題と方向性（経済状況） 
 

父母の就業状況等（保護者回答） 

 

・ 子どもの貧困問題を考えるうえで保護者や世帯の経済状況の要素は大きいが、その基礎

となる父母の就業状況について、父母のいずれもⅠ層において「非正規社員」の割合が高

く、「正社員」の割合が低くなっており、特に父において顕著な傾向が見られる（父が正社

員の割合：Ⅰ層 32.4%、Ⅱ層 77.7%）。 

・ また、父母の最終学歴について、父母のいずれもⅠ層において「中学校」の割合が高く、

「専門学校」、「短期大学」、「大学」の割合が低くなっており、就業状況と同じく父におい

て顕著な傾向が見られる（父が大学卒業の割合：Ⅰ層 8.2%、Ⅱ層 23.8%）。 

・ その結果、世帯全員を合わせた年間合計所得額について、各世帯で同居人数や世帯構成

等が異なり単純に比較できるものではないが、Ⅰ層で「250万円」未満の割合が高く、「350

万円」以上の区分では該当者が存在しない結果となった。また、母子世帯では「200万円」

未満の割合が高く、保護者の就業形態や学歴が、所得分布にあらわれていると言える。 

 

＜父母の就業状況（経済状況別）＞ 

（父） 

 
（母） 

 
 

＜父母の最終学歴（経済状況別）＞ 

（父） 

 
 

32.4% 

77.7% 

70.9% 

6.8% 

1.8% 

2.6% 

22.1% 

14.4% 

15.5% 

1.6% 

0.3% 

0.5% 

1.1% 

0.4% 

0.5% 

36.1% 

10.0% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

お勤め（正社員） お勤め（非正規社員） 自営業 

無職（求職中） 無職（求職中ではない） 無回答 

25.3% 

36.3% 

34.7% 

45.9% 

42.5% 

43.0% 

10.6% 

8.1% 

8.5% 

5.0% 

2.8% 

3.1% 

6.4% 

7.6% 

7.4% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

お勤め（正社員） お勤め（非正規社員） 自営業 

無職（求職中） 無職（求職中ではない） 無回答 

10.2% 

4.1% 

5.0% 

40.1% 

47.2% 

46.1% 

9.3% 

14.3% 

13.5% 

1.6% 

3.4% 

3.1% 

8.2% 

23.8% 

21.5% 

0.4% 

2.3% 

2.0% 

29.1% 

4.2% 

8.0% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

中学校卒業 高等学校卒業 専門学校卒業 短期大学卒業 

大学卒業 大学院修了 その他 無回答 
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  （母） 

 
 

＜世帯所得（経済状況別）＞         ＜世帯所得（世帯類型別）＞ 

    

10.1% 

2.2% 

3.4% 

50.8% 

40.9% 

42.4% 

17.5% 

22.5% 

21.7% 

10.5% 

19.6% 

18.2% 

4.7% 

11.5% 

10.5% 

0.0% 

0.3% 

0.3% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

中学校卒業 高等学校卒業 専門学校卒業 短期大学卒業 

大学卒業 大学院修了 その他 無回答 

10.7% 

14.0% 

26.2% 

25.6% 

17.9% 

5.3% 

0.3% 

0.3% 

3.2% 

7.3% 

9.5% 

10.3% 

9.8% 

9.9% 

8.6% 

7.2% 

6.8% 

4.8% 

4.3% 

4.3% 

3.5% 

2.0% 

1.4% 

1.9% 

1.8% 

0.8% 

0.5% 

0.3% 

0.3% 

0.2% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.7% 

1.6% 

2.1% 

3.9% 

4.1% 

5.4% 

7.0% 

8.1% 

8.8% 

8.3% 

8.4% 

7.3% 

6.1% 

5.8% 

4.1% 

3.7% 

3.7% 

2.9% 

1.7% 

1.2% 

1.6% 

1.5% 

0.7% 

0.5% 

0.2% 

0.2% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.6% 

50万円未満 

50~100万円未満 

100~150万円未満 

150~200万円未満 

200~250万円未満 

250~300万円未満 

300~350万円未満 

350~400万円未満 

400~450万円未満 

450~500万円未満 

500~550万円未満 

550~600万円未満 

600~650万円未満 

650~700万円未満 

700~750万円未満 

750~800万円未満 

800~850万円未満 

850~900万円未満 

900~950万円未満 

950~1000万円未満 

1000~1100万円未満 

1100~1200万円未満 

1200~1300万円未満 

1300~1400万円未満 

1400~1500万円未満 

1500~1600万円未満 

1600~1700万円未満 

1700~1800万円未満 

1800~1900万円未満 

1900~2000万円未満 

2000万円以上 

分からない 

無回答 Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

0.6% 

0.6% 

1.1% 

2.0% 

3.4% 

5.5% 

7.1% 

8.0% 

7.7% 

7.7% 

7.1% 

5.8% 

5.6% 

3.9% 

3.6% 

3.6% 

2.8% 

1.7% 

1.2% 

1.6% 

1.5% 

0.6% 

0.4% 

0.2% 

0.2% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.5% 

11.3% 

4.4% 

5.2% 

8.0% 

15.2% 

12.2% 

10.8% 

8.0% 

4.8% 

4.5% 

2.6% 

3.5% 

1.7% 

0.9% 

1.1% 

0.9% 

0.5% 

0.8% 

0.6% 

0.4% 

0.3% 

0.2% 

0.1% 

0.3% 

0.2% 

0.1% 

0.2% 

13.4% 

3.6% 

2.0% 

2.0% 

4.9% 

4.1% 

7.8% 

8.0% 

8.0% 

5.1% 

6.8% 

5.9% 

3.7% 

6.3% 

2.9% 

2.2% 

2.2% 

1.0% 

3.2% 

1.0% 

1.0% 

1.5% 

0.5% 

0.5% 

0.5% 

0.7% 

0.2% 

0.5% 

11.7% 

5.9% 

50万円未満 

50~100万円未満 

100~150万円未満 

150~200万円未満 

200~250万円未満 

250~300万円未満 

300~350万円未満 

350~400万円未満 

400~450万円未満 

450~500万円未満 

500~550万円未満 

550~600万円未満 

600~650万円未満 

650~700万円未満 

700~750万円未満 

750~800万円未満 

800~850万円未満 

850~900万円未満 

900~950万円未満 

950~1000万円未満 

1000~1100万円未満 

1100~1200万円未満 

1200~1300万円未満 

1300~1400万円未満 

1400~1500万円未満 

1500~1600万円未満 

1600~1700万円未満 

1700~1800万円未満 

1800~1900万円未満 

1900~2000万円未満 

2000万円以上 

分からない 

無回答 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 
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手当や支援制度等の利用状況（保護者回答） 

 

・ 世帯における手当や支援制度等の利用状況について、Ⅰ層で利用割合が高い傾向が見ら

れることは当然であるが、Ⅰ層で「利用したいが申請方法が分からない」割合が「就学援

助費」で 1.6%、「生活保護」で 1.1%、「行政からの貸付金」で 2.2％存在した。 

・ また、Ⅱ層で「就学援助費」を受けている世帯が 5.3%、「児童扶養手当」を受給してい

る世帯が 6.0%存在することや、この後述べる「経済的理由で医療機関を受診できなかった」

世帯が 2.2%存在すること等から、貧困線を上回るⅡ層においても、必ずしも十分な生活が

営まれていない可能性があることが推察される。 

・ そのため、各地域における状況を詳細に把握するためにも、貧困線を境にした 2 区分に

よる集計・分析のみならず、各市町村において更に詳細な分析を行うことが望ましい。 

・ なお、本調査において生活保護制度の利用状況を尋ねたところ、単純集計において「受

けている」、「受けたことがある」を合わせた割合は 0.6%となっている。この点、平成 27

年度の熊本市を除く生活保護率は 1.0%であり、本調査結果と大きな乖離はないことから、

本調査がアンケート形式の自己申告によるものでありながら、子どもの生活状況等に関す

る基礎調査として、調査結果の信頼度は高いと言える。 

 

＜児童手当（経済状況別）＞ 

 
 

＜就学援助費（経済状況別）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

93.6% 

92.8% 

92.9% 

0.5% 

1.0% 

0.9% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

受けている 受けたことがある 

受けたことはない 受けたいが申請方法が分からない 

無回答 

43.8% 

5.3% 

11.1% 

4.1% 

2.3% 

2.6% 

31.8% 

67.9% 

62.5% 

1.6% 

0.7% 

0.9% 

18.7% 

23.7% 

23.0% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

受けている 受けたことがある 

受けたことはない 受けたいが申請方法が分からない 

無回答 
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＜児童扶養手当（経済状況別）＞ 

 
 

＜生活保護（経済状況別）＞ 

 
 

＜行政からの貸付金（経済状況別）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.0% 

6.0% 

11.5% 

2.6% 

2.2% 

2.3% 

34.6% 

67.5% 

62.6% 

0.8% 

0.4% 

0.5% 

19.0% 

23.8% 

23.1% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

受けている 受けたことがある 

受けたことはない 受けたいが申請方法が分からない 

無回答 

59.6% 

73.4% 

71.3% 

1.1% 

0.4% 

0.5% 

37.0% 

26.0% 

27.6% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

受けている 受けたことがある 

受けたことはない 受けたいが申請方法が分からない 

無回答 

3.9% 

0.8% 

1.2% 

55.5% 

72.4% 

69.8% 

2.2% 

0.6% 

0.8% 

36.5% 

25.9% 

27.5% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

受けている 受けたことがある 

受けたことはない 受けたいが申請方法が分からない 

無回答 
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世帯における経済的理由による経験（保護者回答） 

 

・ 世帯における経済的理由による経験について、Ⅰ層において全ての項目でⅡ層よりも割

合が高くなっているが、特に、Ⅰ層で「電気、ガスなどが止まった」が 6.4%、「医療機関

を受診できなかった」が 11.0%、「必要な靴や服を買うのを控えた」が 45.3%存在するなど、

経済的な困難が、生活の基盤である衣食住や健康を守るための医療などの局面で大きな影

響を与えていることが分かる。このことは、母子世帯においても同じ傾向が見られる。 

 

＜世帯における経験（経済状況別）＞     ＜世帯における経験（世帯類型別）＞ 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.7% 

6.4% 

11.0% 

27.3% 

18.6% 

19.6% 

45.3% 

14.7% 

20.8% 

50.9% 

22.8% 

23.1% 

0.8% 

2.2% 

8.3% 

4.2% 

4.6% 

19.9% 

4.1% 

6.7% 

34.2% 

51.1% 

26.7% 

1.6% 

3.5% 

11.1% 

6.4% 

6.9% 

23.7% 

5.7% 

8.8% 

36.7% 

46.8% 

食費を切りつめた 

電気、ガスなどが止まった 

医療機関を受診できなかっ

た 

税金の支払が滞った 

家賃やローンの支払が滞っ

た 

電話などの通信料の支払が

滞った 

必要な服や靴を買うのを控

えた 

冠婚葬祭のつきあいを控え

た 

家族の祝い事を控えた 

家族旅行を控えた 

ない又は無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

23.4% 

1.0% 

2.5% 

8.9% 

4.5% 

5.1% 

20.4% 

3.8% 

6.8% 

33.8% 

51.4% 

40.9% 

4.9% 

8.3% 

19.3% 

14.2% 

13.7% 

41.5% 

13.1% 

17.5% 

45.3% 

30.2% 

22.4% 

2.2% 

3.2% 

14.4% 

10.2% 

11.5% 

19.0% 

7.8% 

9.0% 

30.5% 

50.0% 

食費を切りつめた 

電気、ガスなどが止まった 

医療機関を受診できなかっ

た 

税金の支払が滞った 

家賃やローンの支払が滞っ

た 

電話などの通信料の支払が

滞った 

必要な服や靴を買うのを控

えた 

冠婚葬祭のつきあいを控え

た 

家族の祝い事を控えた 

家族旅行を控えた 

ない又は無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 
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経済的理由による子どもの経験（保護者回答） 

 

・ 経済的理由により、子どもが希望したにもかかわらずできなかった経験について、Ⅰ層

において全ての項目でⅡ層よりも割合が高くなっているが、特に、Ⅰ層で「医療機関を受

診できなかった」が 6.2%、「誕生日等の祝い事を祝えなかった」が 11.2%、「本や絵本が買

えなかった」が 13.6%、「学習塾に通えなかった」が 20.0%、「習い事に通えなかった」が

25.6%、「必要な服や靴を買えなかった」が 25.9%存在するなど、世帯の経済状況が子ども

の生活にも大きな影響を与えていることが分かり、このことは、母子世帯においても同じ

傾向が見られる。 

 

＜子どもの経験（経済状況別）＞      ＜子どもの経験（世帯類型別）＞ 

  
 

 

 

取組みの方向性（経済状況） 

・ 以上のことから、子どもの生活に大きな影響を及ぼす経済状況の改善に取り組む必要が

ある。まずは、県や市町村などの各事業主体において、各種手当や就学援助費、貸付金な

どの現行制度の周知強化等による捕捉率を高めることが重要である。 

・ また、ひとり親家庭に対する職業紹介や資格取得の支援、生活困窮者自立支援制度等に

より、安定雇用による就労所得を増加させ、経済的自立による子どもの生活環境の改善に

繋げることが求められる。 

6.2% 

13.6% 

31.0% 

25.9% 

0.5% 

25.6% 

7.6% 

20.0% 

11.2% 

3.9% 

47.0% 

0.8% 

3.8% 

8.6% 

6.9% 

0.0% 

8.3% 

1.7% 

6.7% 

2.4% 

0.7% 

80.1% 

1.6% 

5.3% 

12.0% 

9.7% 

0.1% 

10.9% 

2.6% 

8.7% 

3.8% 

1.2% 

75.1% 

医療機関を受診できなかっ

た 

本や絵本が買えなかった 

お小遣いを渡せなかった 

必要な服や靴を買えなかっ

た 

遠足や修学旅行に参加でき

なかった 

習い事に通えなかった 

ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞや部活動に参加

できなかった 

学習塾に通えなかった 

誕生日等の祝い事を祝えな

かった 

地域行事に参加できなかっ

た 

ない又は無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

1.1% 

4.0% 

8.9% 

7.0% 

0.0% 

8.4% 

1.7% 

6.5% 

2.7% 

0.7% 

80.0% 

3.8% 

11.5% 

27.5% 

23.5% 

0.3% 

22.1% 

6.2% 

18.6% 

8.9% 

2.6% 

52.6% 

1.0% 

4.1% 

12.2% 

10.2% 

0.0% 

11.0% 

2.9% 

8.3% 

5.1% 

2.7% 

75.4% 

医療機関を受診できなかっ

た 

本や絵本が買えなかった 

お小遣いを渡せなかった 

必要な服や靴を買えなかっ

た 

遠足や修学旅行に参加でき

なかった 

習い事に通えなかった 

ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞや部活動に参加で

きなかった 

学習塾に通えなかった 

誕生日等の祝い事を祝えな

かった 

地域行事に参加できなかっ

た 

ない又は無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 
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Ⅴ 調査結果分析、課題と方向性（生活環境） 
 

子どもの生活習慣等（子ども回答） 

 

・ Ⅰ層において、歯磨きや規則的な起床・就寝などの基本的な生活習慣が身に付いておら

ず、放課後や食事時に親と共に過ごす割合が低く、テレビ視聴時間やゲーム、携帯電話（ス

マートフォン）の使用時間が長い傾向が見られる。 

・ 例えば、毎日の歯磨きの頻度について、「毎食後（3回）」の割合はⅠ層で 47.5%であるの

に対し、Ⅱ層で 57.5%となっている。その結果、現在のむし歯の状況について、「ある（未

治療）」の割合はⅠ層で 18.3%であるのに対し、Ⅱ層で 11.7%となっている。 

・ これらの傾向は、ひとり親世帯、とりわけ母子世帯において強く見られるが、保護者の

就労時間が長い、あるいは就業と子どもの在宅時間帯と重なる等の理由で子どもに構う時

間が少ない等の理由により、子どもがいわば放任された状態で、生活習慣等が確立できて

いない状況が窺われる。 

・ このことは、全世帯における子どもの自己実現の意識別のクロス集計結果において、保

護者と学校のできごとについて話をする頻度が高い、あるいは保護者と一緒に食事を摂る

頻度が高いほど子どもの自己実現の意識は高く、自己実現の意識が高い層ほど生活習慣等

が身に付いている傾向が見られ、特に、歯磨きの頻度、起床・就寝習慣、朝食・夕食の摂

取頻度において顕著である。 

・ また、全世帯における子どもの規則的な起床習慣別のクロス集計において、規則的な起

床習慣が身に付いていない層ほど、学習時間や読書時間が短く、学校が楽しくないと回答

する割合が高いなど、子どもの生活習慣等と学習習慣等との関係性が見られる。 

 

 ＜保護者と学校のできごとについて話をする頻度（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜保護者との会話の頻度と子どもの自己実現の意識の関係性（全世帯）※＞ 

 
 ※ 調査票（子ども）問 27「将来のためにも、今、勉強やスポーツ等を頑張りたいと思うか」につ

いて、「そう思う」と「どちらかと言えばそう思う」の回答者を『そう思う』に分類し、それ以外

の回答者を『そう思う以外』に分類（以下、同じ）。 

 

 

 

44.4% 

39.8% 

35.6% 

40.7% 

44.3% 

45.2% 

10.2% 

9.2% 

14.5% 

3.3% 

4.8% 

3.2% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほとんど毎日話をする たまに話をする あまり話をしない 全く話をしない 無回答 

92.2% 

89.1% 

82.4% 

72.6% 

22.8% 

7.8% 

10.9% 

17.6% 

27.4% 

77.2% 

保護者とほとんど毎日話をする 

保護者とたまに話をする 

保護者とあまり話をしない 

保護者と全く話をしない 

無回答 

そう思う そう思う以外 



- 15 - 

 

 

 ＜歯磨きの頻度（経済状況別）＞ 

 
 

＜歯磨きの頻度（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜歯磨きの頻度（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.5% 

57.5% 

56.0% 

39.9% 

33.5% 

34.5% 

8.5% 

6.3% 

6.6% 

1.8% 

1.1% 

1.2% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

毎食後（3回） 2回 1回 ほとんどしない 無回答 

57.0% 

48.3% 

53.8% 

34.2% 

40.3% 

31.9% 

6.1% 

7.7% 

10.6% 

1.1% 

1.8% 

2.2% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

毎食後（3回） 2回 1回 ほとんどしない 無回答 

58.3% 

33.7% 

34.4% 

38.5% 

6.1% 

10.1% 

1.0% 

3.1% 

14.5% 

そう思う 

そう思う以外 

毎食後（3回） 2回 1回 ほとんどしない 無回答 



- 16 - 

 

 

 ＜むし歯の状況（経済状況別）＞ 

 
 

＜むし歯の状況（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜むし歯の状況（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.1% 

13.7% 

13.9% 

18.3% 

11.7% 

12.7% 

47.7% 

57.8% 

56.3% 

16.3% 

15.1% 

15.2% 

2.6% 

1.7% 

1.8% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

ある（治療済・治療中） ある（未治療） ない 分からない 無回答 

13.8% 

15.0% 

13.0% 

12.4% 

16.9% 

13.5% 

57.0% 

48.1% 

55.8% 

15.1% 

17.8% 

16.2% 

1.7% 

2.3% 

1.5% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ある（治療済・治療中） ある（未治療） ない 分からない 無回答 

14.0% 

13.6% 

13.3% 

12.5% 

57.1% 

41.6% 

15.1% 

17.7% 14.6% 

そう思う 

そう思う以外 

ある（治療済・治療中） ある（未治療） ない 分からない 無回答 



- 17 - 

 

 

＜起床習慣（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜起床習慣（世帯類型別）＞ 

 
 

＜起床習慣（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.5% 

65.2% 

64.0% 

27.9% 

25.0% 

25.4% 

8.1% 

5.4% 

5.8% 

4.2% 

2.6% 

2.8% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

ほぼ同じ時刻に起きている どちらかと言えば同じ時刻に起きている 

あまり同じ時刻に起きていない 起きる時刻は毎日異なる 

無回答 

64.5% 

59.2% 

62.2% 

25.4% 

26.9% 

26.0% 

5.6% 

7.4% 

5.2% 

2.7% 

4.5% 

5.2% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほぼ同じ時刻に起きている どちらかと言えば同じ時刻に起きている 

あまり同じ時刻に起きていない 起きる時刻は毎日異なる 

無回答 

65.8% 

44.9% 

25.3% 

26.8% 

5.6% 

7.4% 

2.6% 

5.8% 

15.1% 

そう思う 

そう思う以外 

ほぼ同じ時刻に起きている どちらかと言えば同じ時刻に起きている 

あまり同じ時刻に起きていない 起きる時刻は毎日異なる 

無回答 



- 18 - 

 

 

＜テレビ視聴時間（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜テレビ視聴時間（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜テレビ視聴時間（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6% 

4.6% 

4.6% 

11.4% 

14.4% 

13.9% 

31.3% 

35.4% 

34.8% 

23.4% 

22.8% 

22.9% 

13.8% 

12.0% 

12.3% 

5.7% 

4.6% 

4.7% 

6.5% 

3.9% 

4.3% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

ほとんど見ない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 

4.6% 

4.0% 

5.2% 

14.1% 

12.3% 

10.6% 

35.4% 

29.7% 

33.4% 

23.1% 

23.3% 

21.1% 

11.9% 

15.9% 

14.0% 

4.6% 

5.7% 

6.1% 

3.9% 

6.3% 

8.1% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほとんど見ない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 

4.6% 

3.8% 

14.3% 

9.4% 

35.3% 

26.8% 

23.4% 

19.5% 

12.2% 

14.0% 

4.7% 

6.6% 

4.1% 

6.8% 

13.0% 

そう思う 

そう思う以外 

ほとんど見ない 1時間よりも少ない 1~2時間 

2~3時間 3~4時間 4~5時間 

5時間よりも多い 無回答 



- 19 - 

 

 

 ＜朝食の摂取頻度（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜朝食の摂取頻度（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 ＜朝食を食べることが「ほぼ毎日」ではない理由（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜朝食を食べることが「ほぼ毎日」ではない理由（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

89.8% 

80.1% 

85.3% 

4.6% 

9.6% 

7.6% 

1.7% 

3.6% 

2.9% 

0.4% 

1.3% 

0.2% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんど食べない 無回答 

90.1% 

69.4% 

5.3% 

7.1% 

2.0% 

2.8% 

16.7% 

そう思う 

そう思う以外 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんど食べない 無回答 

31.0% 

31.0% 

35.2% 

39.0% 

38.3% 

33.3% 

4.1% 

5.4% 

11.1% 

3.8% 

4.7% 

5.6% 

3.8% 

2.5% 

5.6% 

5.3% 

6.1% 

5.6% 

13.0% 

11.9% 

3.7% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

食べる時間がない 空腹ではない 用意されていない 食べる習慣がない 

分からない その他 無回答 

32.0% 

27.0% 

38.6% 

38.3% 

4.3% 

5.7% 

4.0% 

3.0% 

2.7% 

7.4% 

5.1% 

6.1% 

13.4% 

12.6% 

そう思う 

そう思う以外 

食べる時間がない 空腹ではない 用意されていない 食べる習慣がない 

分からない その他 無回答 



- 20 - 

 

 

 ＜夕食の摂取頻度（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜夕食の摂取頻度（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 ＜夕食を食べることが「ほぼ毎日」ではない理由（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜夕食を食べることが「ほぼ毎日」ではない理由（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

96.0% 

94.2% 

95.6% 

1.1% 

2.4% 

2.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんど食べない 無回答 

97.4% 

79.8% 

1.3% 

2.0% 17.6% 

そう思う 

そう思う以外 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんど食べない 無回答 

8.7% 

8.7% 

10.0% 

44.3% 

52.2% 

40.0% 

3.4% 

2.2% 

10.0% 

2.7% 

10.0% 

3.4% 

13.0% 

14.8% 

6.5% 

20.0% 

22.8% 

17.4% 

10.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

食べる時間がない 空腹ではない 用意されていない 食べる習慣がない 

分からない その他 無回答 

10.8% 

9.3% 

41.8% 

46.5% 

4.1% 

2.3% 

2.1% 

2.3% 

5.2% 

4.7% 

11.3% 

14.0% 

24.7% 

20.9% 

そう思う 

そう思う以外 

食べる時間がない 空腹ではない 用意されていない 食べる習慣がない 

分からない その他 無回答 



- 21 - 

 

 

 ＜保護者と一緒に朝食を食べる頻度（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜保護者と一緒に朝食を食べる頻度と子どもの自己実現の意識の関係性（全世帯）＞ 

 
 

 

 ＜保護者と一緒に夕食を食べる頻度（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜保護者と一緒に夕食を食べる頻度と子どもの自己実現の意識の関係性（全世帯）＞ 

 
 

 

 

 

52.2% 

46.7% 

44.0% 

7.9% 

8.6% 

7.9% 

10.2% 

9.4% 

9.8% 

5.6% 

4.9% 

5.9% 

21.8% 

27.8% 

30.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんど食べない 無回答 

91.1% 

89.1% 

79.9% 

8.9% 

10.9% 

20.1% 

保護者とほぼ毎日、週に4~5日朝食を食べる 

保護者と週に1~3日朝食を食べる 

保護者と朝食をほとんど食べない、無回答 

そう思う そう思う以外 

79.4% 

75.1% 

76.4% 

8.9% 

10.3% 

9.6% 

5.8% 

6.7% 

6.4% 

1.6% 

1.6% 

2.0% 

2.2% 

4.1% 

3.9% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんど食べない 無回答 

90.0% 

89.7% 

49.1% 

10.0% 

10.3% 

50.9% 

保護者とほぼ毎日、週に4~5日夕食を食べる 

保護者と週に1~3日夕食を食べる 

保護者と夕食をほとんど食べない、無回答 

そう思う そう思う以外 



- 22 - 

 

 

＜平日の学校以外での勉強時間の長さ（規則的な起床習慣別（全世帯））※＞ 

 
※ 調査票（子ども）問 20「平日は、ほぼ同じ時刻に起きているか」について、「ほぼ同じ時刻に起

きている」と「どちらかと言えば同じ時刻に起きている」の回答者を『規則的』に分類し、それ

以外の回答者を『不規則』に分類（以下、同じ）。 

 

 

＜休日の勉強時間の長さ（規則的な起床習慣別（全世帯））＞ 

 
 

 

＜平日の読書時間の長さ（規則的な起床習慣別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.8% 

12.9% 

22.4% 

22.5% 

48.1% 

36.2% 

13.9% 

9.9% 

4.2% 

3.1% 13.2% 

規則的 

不規則 

ほとんどしない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 

9.7% 

14.7% 

23.1% 

23.8% 

40.9% 

31.9% 

17.1% 

12.5% 

6.2% 

4.2% 

10.8% 

規則的 

不規則 

ほとんどしない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 

28.5% 

28.9% 

22.6% 

21.1% 

26.1% 

23.2% 

11.7% 

7.7% 

10.8% 

8.3% 10.8% 

規則的 

不規則 

ほとんどしない 30分よりも少ない 30分~1時間 

1~2時間 2時間よりも多い 無回答 



- 23 - 

 

 

＜学校は楽しいと思うか（規則的な起床習慣別（全世帯））＞ 

 
 

 ＜学校が楽しくない理由（規則的な起床習慣別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

取組みの方向性（生活環境） 

・ 以上のことから、経済的に厳しい状況にある家庭の方が、より必要性が高いと思われる

が、規則正しく健康的な生活習慣の確保に取り組む必要がある。 

・ このため、保護者に対しては、就労と子育てを両立するための生活支援が効果的な取組

みの一つと考えられる。例えば、ひとり親家庭に家庭生活支援員を派遣し家事支援等を行

う日常生活支援事業や、共働き世帯等を対象としたファミリー・サポート・センター事業

等の現行の事業を実施、拡大・充実させていくことも即応策として適切ではないかと考え

られる。 

・ 一方、子どもに対しても、学校における健康教育等の強化を進めるとともに、健康診断

や食育の推進などの保健衛生の取組強化も考えられる。 

・ さらに、これらの取組みを通じて、家庭における子どもの生活環境の向上を確実に進め

るため、家庭教育の推進によって、意識啓発を図っていくことも必要である。 

 

 

 

 

 

 

45.0% 

31.8% 

44.3% 

39.4% 

6.5% 

10.5% 

1.5% 

2.4% 

5.1% 10.8% 

規則的 

不規則 

すごく楽しい ある程度楽しい あまり楽しくない 

全く楽しくない 分からない 無回答 

34.7% 

21.8% 

20.5% 

23.3% 

9.8% 

36.3% 

10.3% 

14.5% 

1.3% 

43.2% 

23.0% 

15.5% 

17.6% 

7.9% 

38.5% 

14.4% 

18.0% 

1.1% 

36.2% 

22.0% 

19.6% 

22.3% 

9.4% 

36.7% 

11.1% 

15.1% 

1.3% 

勉強が嫌いだから 

授業が分からないから 

友達が嫌いだから 

先生が嫌いだから 

いじめられるから 

何となく 

学校に行っても意味がないから 

分からない 

無回答 

規則的 不規則 全世帯合計 



- 24 - 

 

Ⅵ 調査結果分析、課題と方向性（教育環境） 
 

子どもの学習状況等（子ども回答） 

 

・ Ⅰ層において、保護者が子どもの宿題や勉強を見る頻度が低く、学校以外で勉強をしな  

 い割合が高くなっている。その結果、学校が楽しくない理由として、「勉強が嫌い」や「授

業が分からない」など学習理解度が低い傾向が見られる。 

 

 ＜保護者が子どもの宿題等を見る頻度（経済状況別）＞ 

 
 

 

 ＜平日の学校以外での勉強時間の長さ（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜平日の学校以外での勉強時間の長さ（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 

 

 

12.1% 

13.1% 

12.9% 

6.1% 

6.2% 

6.2% 

12.8% 

14.6% 

14.4% 

11.5% 

12.8% 

12.6% 

54.1% 

50.0% 

50.6% 

3.4% 

3.3% 

3.3% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

ほぼ毎日 週に4~5日 週に2~3日 週に1回程度 ほとんどない 無回答 

9.7% 

6.0% 

6.6% 

24.1% 

22.4% 

22.7% 

45.5% 

47.6% 

47.3% 

11.7% 

13.8% 

13.5% 

3.5% 

4.2% 

4.1% 

1.0% 

1.4% 

1.3% 

1.1% 

1.3% 

1.2% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

ほとんどしない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 

6.3% 

9.4% 

4.4% 

22.5% 

22.8% 

24.3% 

48.1% 

45.8% 

44.7% 

13.7% 

12.0% 

14.5% 

3.9% 

3.9% 

3.4% 

1.4% 

1.1% 

1.5% 

1.0% 

1.3% 

1.7% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

ほとんどしない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 



- 25 - 

 

 

 ＜学校は楽しいと思うか（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜学校は楽しいと思うか（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 ＜学校が楽しくない理由（経済状況別）＞  ＜学校が楽しくない理由（世帯類型別）＞ 

  
 

40.5% 

44.9% 

44.2% 

44.2% 

43.6% 

43.7% 

7.7% 

6.5% 

6.7% 

1.9% 

1.5% 

1.5% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

すごく楽しい ある程度楽しい あまり楽しくない 

全く楽しくない 分からない 無回答 

44.8% 

38.2% 

41.8% 

43.5% 

46.2% 

44.2% 

6.5% 

8.6% 

8.6% 

1.5% 

2.3% 

2.2% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

すごく楽しい ある程度楽しい あまり楽しくない 

全く楽しくない 分からない 無回答 

40.1% 

26.6% 

19.8% 

23.9% 

6.8% 

34.7% 

10.4% 

14.9% 

1.4% 

34.9% 

19.8% 

19.4% 

23.4% 

9.0% 

37.4% 

11.6% 

15.3% 

1.4% 

35.9% 

21.1% 

19.5% 

23.5% 

8.5% 

36.9% 

11.4% 

15.2% 

1.4% 

勉強が嫌いだから 

授業が分からないから 

友達が嫌いだから 

先生が嫌いだから 

いじめられるから 

何となく 

学校に行っても意味がな

いから 

分からない 

無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

34.3% 

21.3% 

19.9% 

22.3% 

9.9% 

37.6% 

11.4% 

15.5% 

1.5% 

44.2% 

24.3% 

19.5% 

26.5% 

8.8% 

34.5% 

9.3% 

15.0% 

0.9% 

41.5% 

18.9% 

18.9% 

24.5% 

5.7% 

28.3% 

7.5% 

20.8% 

1.9% 

勉強が嫌いだから 

授業が分からないから 

友達が嫌いだから 

先生が嫌いだから 

いじめられるから 

何となく 

学校に行っても意味が

ないから 

分からない 

無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 



- 26 - 

 

 

子どもの進学希望（保護者回答）  子どもの進学希望（子ども回答） 

 

・ 子どもの希望する進学先について、親子共に、Ⅰ層は「高等学校まで」、Ⅱ層は「大学ま

で」を回答する割合が高かった。また、進学の実現可能性もⅠ層で低く、その理由として

経済的負担を挙げる割合が高かった。 

  ・ また、保護者の希望どおり子どもが進学できそうだと思うかについて、Ⅰ層の保護者で

「そう思わない」が 10.4%、Ⅱ層の保護者で 5.3%となっている。「そう思わない」理由につ

いて、Ⅰ層の保護者で「経済的な余裕がない」が 57.9%、「子の学力等を考慮」が 30.4%で

あるのに対し、Ⅱ層の保護者で「子の学力等を考慮」が 50.5%、「経済的な余裕がない」が

28.1%となっている。 

  ・ これらのことから、世帯の経済状況等を踏まえ、大学進学等を初めから断念しているの

か、あるいは大学進学等によって将来の経済力向上を図るイメージが湧かない、意識が希

薄である可能性も窺われる。このことは、全世帯の子どもにおける自己実現の意識別のク

ロス集計結果にもあらわれており、自己実現の意識が低い層は「分からない」、「無回答」

の割合が高く、自己実現の意識が高い層は「専門学校まで」、「大学まで」の割合が高くな

っている。当然のことながら、学歴のみが将来の自己実現のために必要なことではないが、

子どもの意識において顕著な差が見られる。 

 

＜保護者回答：子どもをどの学校まで進学させたいか（経済状況別）＞ 

 
 

＜保護者回答：子どもをどの学校まで進学させたいか（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

0.7% 

0.3% 

0.4% 

41.8% 

20.7% 

23.9% 

16.4% 

15.9% 

16.0% 

3.2% 

3.3% 

3.3% 

27.1% 

49.7% 

46.3% 

8.8% 

7.9% 

8.1% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

中学校 高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 その他 分からない 無回答 

0.4% 

0.1% 

1.2% 

23.0% 

31.8% 

34.9% 

15.6% 

17.4% 

14.9% 

3.3% 

2.5% 

3.7% 

46.4% 

35.5% 

33.4% 

9.1% 

10.2% 

8.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

中学校 高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 その他 分からない 無回答 
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 ＜子ども回答：どの学校まで進学したいか（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜子ども回答：どの学校まで進学したいか（世帯類型別）＞ 

 
 

 ＜子ども回答：どの学校まで進学したいか（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4% 

1.0% 

1.2% 

29.9% 

20.8% 

22.2% 

17.8% 

14.7% 

15.2% 

3.3% 

3.0% 

3.1% 

23.7% 

37.6% 

35.5% 

1.6% 

3.2% 

2.9% 

18.8% 

17.9% 

18.0% 

2.2% 

1.3% 

1.4% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

中学校 高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 その他 分からない 無回答 

1.2% 

1.7% 

2.0% 

22.0% 

25.0% 

26.5% 

14.9% 

17.3% 

16.7% 

3.2% 

3.2% 

2.9% 

35.7% 

29.1% 

29.7% 

2.8% 

2.3% 

2.0% 

18.5% 

18.8% 

18.9% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

中学校 高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 その他 分からない 無回答 

0.9% 

4.1% 

22.8% 

23.2% 

16.0% 

10.3% 

3.3% 

2.3% 

36.3% 

17.2% 

2.9% 

1.1% 

16.8% 

30.8% 10.4% 

そう思う 

そう思う以外 

中学校 高等学校 専門学校 短期大学 大学 大学院 その他 分からない 無回答 
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＜保護者回答：子どもの進学の実現可能性（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜保護者回答：子どもの進学の実現可能性（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 ＜保護者回答：子どもの進学が希望どおりにならないと思う理由（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜保護者回答：子どもの進学が希望どおりにならないと思う理由（世帯類型別）＞ 

 
 

 

45.8% 

52.1% 

51.1% 

10.4% 

5.3% 

6.1% 

40.1% 

40.2% 

40.2% 

3.8% 

2.4% 

2.7% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

そう思う そう思わない 分からない 無回答 

50.6% 

44.6% 

52.0% 

5.2% 

9.6% 

6.8% 

41.5% 

42.5% 

38.3% 

2.7% 

3.3% 

2.9% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

そう思う そう思わない 分からない 無回答 

5.8% 

12.7% 

11.0% 

30.4% 

50.5% 

45.3% 

57.9% 

28.1% 

35.7% 

1.2% 

1.6% 

1.5% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

子の希望と違う 子の学力等を考慮 経済的な余裕がない 特に理由はない 

分からない その他 無回答 

13.2% 

3.9% 

10.7% 

48.4% 

37.5% 

46.4% 

28.1% 

52.6% 

35.7% 

1.8% 

1.3% 

0.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

子の希望と違う 子の学力等を考慮 経済的な余裕がない 特に理由はない 

分からない その他 無回答 
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学習塾やスポーツクラブ等への加入状況等（子ども回答） 

 

・ 学習塾やスポーツクラブ等への加入状況について、Ⅰ層で通塾していない、スポーツク

ラブ等に加入していない割合が高く、その理由として経済的負担を挙げる割合が高かった。 

 

 ＜通塾の状況（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜通塾の状況（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 ＜通塾していない理由（経済状況別）＞   ＜通塾していない理由（世帯類型別）＞ 

  

20.5% 

34.6% 

32.4% 

77.5% 

63.8% 

65.9% 

2.0% 

1.6% 

1.7% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

全体 

通っている 通っていない 無回答 

32.8% 

27.3% 

28.3% 

65.7% 

70.4% 

70.8% 

1.5% 

2.3% 

1.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

通っている 通っていない 無回答 

6.4% 

33.5% 

17.0% 

10.8% 

17.8% 

37.3% 

3.9% 

2.7% 

5.7% 

41.3% 

8.5% 

15.1% 

17.5% 

34.6% 

4.0% 

2.6% 

5.8% 

39.9% 

10.0% 

14.4% 

17.6% 

35.1% 

4.0% 

2.6% 

通いたい塾がない 

部活動などで忙しい 

経済的な負担がある 

通う必要がない 

通いたくない 

特に理由はない 

その他 

無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

5.5% 

41.3% 

7.9% 

14.4% 

17.8% 

35.5% 

3.9% 

2.5% 

6.5% 

34.5% 

18.8% 

11.1% 

18.6% 

33.9% 

4.1% 

3.2% 

6.6% 

30.9% 

13.9% 

10.8% 

14.2% 

39.9% 

3.5% 

2.8% 

通いたい塾がない 

部活動などで忙しい 

経済的な負担がある 

通う必要がない 

通いたくない 

特に理由はない 

その他 

無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 
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 ＜スポーツクラブ等への加入状況（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜スポーツクラブ等への加入状況（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 ＜ｸﾗﾌﾞ等に加入しない理由（経済状況別）＞  ＜ｸﾗﾌﾞ等に加入しない理由（世帯類型別）＞ 

  
 

 

 

取組みの方向性（教育環境） 

・ 以上のことから、家庭の経済状況が子どもの学習面等における機会の差となってあらわ

れやすいことが示され、子どもの将来が生まれ育った環境によって左右される可能性や、

貧困問題が世代を超えて連鎖する可能性が高いことが読み取れる。 

73.7% 

82.2% 

80.9% 

22.9% 

15.7% 

16.8% 

3.4% 

2.1% 

2.3% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

加入している 加入していない 無回答 

82.1% 

73.6% 

77.9% 

15.6% 

23.0% 

20.1% 

2.3% 

3.4% 

2.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

加入している 加入していない 無回答 

19.1% 

8.5% 

10.1% 

18.1% 

46.3% 

3.7% 

21.9% 

21.4% 

5.9% 

17.0% 

42.2% 

2.7% 

21.4% 

18.8% 

6.8% 

17.2% 

43.0% 

2.9% 

加入したいｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ等が

ない 

勉強や塾、習い事で忙しい 

経済的な負担がある 

その他 

特に理由はない 

無回答 

Ⅰ層 Ⅱ層 合計 

22.8% 

19.8% 

5.7% 

17.1% 

42.4% 

2.7% 

17.6% 

12.7% 

9.9% 

20.1% 

46.8% 

1.9% 

19.5% 

7.3% 

9.8% 

9.8% 

51.2% 

6.1% 

加入したいｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ等が

ない 

勉強や塾、習い事で忙し

い 

経済的な負担がある 

その他 

特に理由はない 

無回答 

ふたり親世帯 母子世帯 父子世帯 
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・ そのため、就学援助制度や奨学金、貸付金等による経済的支援によって学習機会の確保・

充実を図るとともに、子どもに対して教育により将来への希望を持つことができるよう、

機会あるごとに啓発していくことが重要である。 

・ 特に取組みの必要性が高い経済的に困難な世帯に対しては、「貧困の連鎖を教育で断つ」

ことを確実に進めるため、学校教育による学力向上、ひとり親家庭や生活困窮世帯等への

学習支援などを単体で進めるだけに留まらず、適宜「福祉と教育の連携」を図り、効果を

高めていくことが必要と考える。 

 

 

 

 

Ⅶ 調査結果分析、課題と方向性（社会環境） 
 

自己実現の意識等（子ども回答） 

 

・ Ⅰ層やひとり親世帯の子どもにおいて、自己実現や自己肯定感が低い割合が高く、その

ことが学習等に悪影響を与えていることが窺われる。 

・ 自己実現の意識等が及ぼす学習等への影響について、全世帯の子どもにおける自己実現

の意識別のクロス集計では、自己実現の意識が低い層は学習時間や読書時間が短く、学校

が楽しくないと回答する割合が高くなっている。また、学校が楽しくない理由として、「勉

強が嫌いだから」、「授業が分からないから」、「学校に行っても意味がないから」と回答す

る割合が高く、子どもの意識等と学習習慣等との関係性が見られる。 

 

 ＜将来のためにも、今、勉強やスポーツ等を頑張りたいと思うか（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜将来のためにも、今、勉強やスポーツ等を頑張りたいと思うか（世帯類型別）＞ 

 
 

 

57.9% 

64.2% 

63.3% 

27.4% 

24.8% 

25.2% 

3.9% 

2.6% 

2.8% 

2.7% 

2.1% 

2.2% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

そう思う どちらかと言えばそう思う 

どちらかと言えばそう思わない そう思わない 

分からない 無回答 

63.5% 

60.8% 

63.6% 

25.3% 

24.8% 

24.6% 

2.8% 

3.4% 

1.5% 

2.0% 

2.7% 

2.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

そう思う どちらかと言えばそう思う 

どちらかと言えばそう思わない そう思わない 

分からない 無回答 
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 ＜平日の学校以外での勉強時間の長さ（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 ＜平日の読書時間の長さ（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 ＜学校は楽しいと思うか（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 
 

 ＜学校が楽しくない理由（自己実現の意識別（全世帯））＞ 

 

5.6% 

13.7% 

21.9% 

25.9% 

48.3% 

36.1% 

14.3% 

7.4% 

4.2% 

2.9% 

12.7% 

そう思う 

そう思う以外 

ほとんどしない 1時間よりも少ない 1~2時間 2~3時間 

3~4時間 4~5時間 5時間よりも多い 無回答 

27.7% 

34.3% 

22.9% 

19.2% 

26.7% 

18.8% 

11.6% 

8.4% 

10.7% 

9.4% 9.8% 

そう思う 

そう思う以外 

ほとんどしない 30分よりも少ない 30分~1時間 

1~2時間 2時間よりも多い 無回答 

46.3% 

23.5% 

43.8% 

43.2% 

6.2% 

12.5% 

1.2% 

4.1% 

6.7% 10.0% 

そう思う 

そう思う以外 

すごく楽しい ある程度楽しい あまり楽しくない 

全く楽しくない 分からない 無回答 

33.5% 

20.6% 

20.8% 

22.8% 

9.8% 

36.5% 

9.2% 

14.3% 

1.5% 

44.6% 

26.0% 

16.0% 

20.9% 

8.5% 

37.4% 

16.5% 

17.5% 

0.8% 

36.2% 

22.0% 

19.6% 

22.3% 

9.4% 

36.7% 

11.1% 

15.1% 

1.3% 

勉強が嫌いだから 

授業が分からないから 

友達が嫌いだから 

先生が嫌いだから 

いじめられるから 

何となく 

学校に行っても意味がないから 

分からない 

無回答 
そう思う そう思う以外 全世帯合計 
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保護者の悩みの有無等（保護者回答） 

 

・ Ⅰ層の保護者において、学校や地域行事への参加頻度が低いとともに、将来に前向きな

希望を持っていない割合や悩みを抱えている割合が高いなど、日常生活の不安定さが心身

の状況にも影響を与えていることが窺われる。 

 

＜学校行事への参加頻度（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜悩みや子育てに関する相談相手の有無（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜自分の将来に対して前向きな希望を持っているか（経済状況別）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.3% 

64.0% 

62.3% 

37.4% 

31.0% 

32.0% 

8.9% 

4.3% 

5.0% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

頻繁に参加している どちらかと言えば参加している 

ほとんど参加していない 参加していない 

無回答 

76.7% 

86.1% 

84.7% 

9.2% 

4.7% 

5.3% 

3.2% 

1.8% 

2.0% 

9.2% 

5.7% 

6.3% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

いる 欲しいが、いない 必要ない 分からない 無回答 

29.7% 

40.4% 

38.8% 

49.8% 

45.8% 

46.4% 

11.1% 

5.1% 

6.0% 

7.8% 

7.0% 

7.2% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

持っている 持っている時もある 持てない 分からない 無回答 
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子どもの悩みの有無等（子ども回答） 

 

・ Ⅰ層の子どもにおいて、自分だけでは解決することが難しい大きな悩みなどを抱えてい

るかについて、Ⅰ層で「抱えていない」が 56.3%であるのに対し、Ⅱ層で 60.2％となって

いる。 

・ 相談相手の有無や悩みの種別等について、「相談相手が欲しいが、いない」割合や、「家

族のこと」や「学校の勉強のこと」等の各項目でⅠ層の割合が若干高かったが、全体的に、

夢や希望が持てない、相談相手がいない等の子どもが一部に見られる。 

 

＜自分だけでは解決することができない大きな悩みなどを抱えているか（経済状況別）＞ 

 
 

 ＜自分だけでは解決することができない大きな悩みなどを抱えているか（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 ＜相談相手の有無（経済状況別）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

3.8% 

3.2% 

3.3% 

23.3% 

23.4% 

23.4% 

56.3% 

60.2% 

59.6% 

13.9% 

10.8% 

11.3% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

抱えている 抱えている時もある 抱えていない 分からない 無回答 

3.0% 

4.2% 

3.7% 

23.2% 

26.4% 

20.9% 

60.3% 

53.5% 

58.5% 

10.9% 

13.5% 

15.0% 

ふたり親世帯 

母子世帯 

父子世帯 

抱えている 抱えている時もある 抱えていない 分からない 無回答 

72.6% 

74.2% 

73.9% 

4.0% 

3.7% 

3.7% 

8.5% 

8.6% 

8.6% 

12.4% 

11.3% 

11.5% 

Ⅰ層 

Ⅱ層 

合計 

いる 欲しいが、いない 必要ない 分からない 無回答 
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＜相談相手の有無（世帯類型別）＞ 

 
 

 

 ＜悩みや心配な事等の種別（経済状況別）＞  ＜悩みや心配な事等の種別（世帯類型別）＞ 

  
 

 

 

取組みの方向性（社会環境） 

・ 悩みや将来への意欲等は、多くの要因が重なって作用するものであり、簡単に解決する

ことは難しいが、子どもが将来に夢や希望を持てない状態を改善していくことが、子ども

の貧困対策を進めるうえで目指すべきゴールの一つであるとも言える。 

・ そのためには、前述の経済的支援、生活環境向上のための支援、学習面での支援等に鋭

意取り組みながら、子どもや保護者の悩み・気持ちに寄り添った丁寧なサポートが求めら

れるところである。 

・ そのための取組みとして、例えば、スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラ

ーの配置等による福祉と教育の連携、各種相談窓口の開設・充実や、子どもたちの居場所

づくり、地域における見守りの強化等が重要と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

74.6% 

70.0% 

71.3% 

3.5% 

4.9% 

5.2% 

8.4% 

9.5% 
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Ⅶ まとめ 
 

・ これまで述べてきたように、世帯の経済状況と生活環境、教育環境、社会環境には一定

の関係性が見られる。経済的に厳しい世帯は、必ずしも全員がというわけではないが、そ

うではない世帯と比べて、経済的支援のみに留まらず、子どもの生活環境、教育環境、社

会環境に対する複合的、重層的な支援が必要な場合が多いと考えられる。 

・ このことは、「子どもの貧困」と言われるものが、単なる経済的な困窮に留まらず、子ど

もの健康や学力、将来への夢・希望など様々なものを剥奪していくと言われる一般的な説

が、今回の調査結果によってもある程度裏付けられたものと言える。 

 

・ 様々な課題に陥った場合の原因が、全て経済的な困窮にあるわけではないが、経済的困

窮から端を発した様々なリスク等について理解し、子どもたちを総合的に支援していくこ

とが必要であると考える。 

・ そのためには、行政、学校、民間団体、地域住民等、子どもに関わるあらゆる機関・団

体等がその重要性を認識し、十分な連携強化のもとに、支援が必要な子ども達のニーズ等

をきめ細やかに把握できるよう、不断の努力を継続していくことが必要である。 

 

 ・ また、「子どもの貧困」は決して子どもだけの問題ではなく、いわば「世帯の貧困」でも

あり、保護者が抱える課題がそのまま子どもに投影されている面も少なくない。 

・ 例えば、保護者が子どもと学校のできごとについて話をする頻度や、子どもと一緒に朝

食を摂る頻度が高いほど、子どもが将来に向かって頑張る意識を持ちやすい傾向も見られ、

保護者の子どもへの関わりを深めることで、子どもの夢・希望を育んでいくことが可能と

考えられる。 

 ・ そのためには、経済的支援に加えて、相談相手の確保や、子育て等の各種公的支援等を

世帯のニーズに結び付け負担軽減を図るとともに、将来に向かって夢が持てる「伴走型支

援」をより身近な存在が担っていくことができれば、「子どもの貧困問題」の本質的な改善

が期待できると考える。 

・ そういう意味で、子どもの抱える困難を子どもだけの問題、あるいは家庭内だけの問題

と捉えるのではなく、地域あるいは社会における問題として捉え、必要な支援を誰もが享

受できる熊本づくりを進めていくことが必要である。 

 

・ 今後、県としては、調査結果を踏まえ、学習支援の取組強化や相談体制の充実など県事

業の加速化を図るとともに、市町村に個別のデータを提供することとしている。 

・ 上記のとおり、子どもの貧困対策を効果的に進めるためには、行政、学校、地域団体等

の関係機関が連携し、対象者の把握や安定的な支援の提供が必要であり、その中でも特に

市町村の積極的な役割が重要となってくる。 

・ そのため、市町村におかれては、個別データの分析や課題等を把握され、地域の実情に

応じた取組みに繋げていただきたいと考えており、そのことにより、支援が必要な子ども

への着実なフォローが図られることを期待している。 


